
二 十 五 地 域

お こ し 協 力

隊 員 の 設 置

等 に 要 す る

経 費 が あ る

こ と 。

前 条 第 一 項 第 一 号 の 表 第 三 十 二 号 に 規 定 す る 算 定 方 法 に 準 じ て 算 定 し た 額 と

す る 。

二 十 五 地 域

お こ し 協 力

隊 員 の 設 置

等 に 要 す る

経 費 が あ る

こ と 。

前 条 第 一 項 第 一 号 の 表 第 三 十 二 号 に 規 定 す る 算 定 方 法 に 準 じ て 算 定 し た 額 と

す る 。

二 十 六 定 住

自 立 圏 構 想

の 推 進 に 要

す る 経 費 が

あ る こ と 。

次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 と す る 。 二 十 六 定 住

自 立 圏 構 想

の 推 進 に 要

す る 経 費 が

あ る こ と 。

次 の 算 式 に よ つ て 算 定 し た 額 と す る 。

算式 算式
Ａ＋Ｂ×05＋Ｃ×08＋Ｄ×02＋Ｅ Ａ＋Ｂ×05＋Ｃ×08＋Ｄ×02＋Ｅ

算式の符号 算式の符号
Ａ 定住自立圏に係る施策に必要な専門的知識を有する外部の人材の活用に
要する経費のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務大臣が
調査した額（ただし、当該人材の活用を開始した年度以後３箇年度に限る。）

Ａ 定住自立圏に係る施策に必要な専門的知識を有する外部の人材の活用に
要する経費のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務大臣が
調査した額（ただし、当該人材の活用を開始した年度以後３箇年度に限る。）

Ｂ 定住自立圏に係る民間事業者等の活動を支援することを目的とする公益
法人等に対する出資又は貸付けを行うために借り入れた地方債の当該年度
における利子支払額のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総
務大臣が調査した額

Ｂ 定住自立圏に係る民間事業者等の活動を支援することを目的とする公益
法人等に対する出資又は貸付けを行うために借り入れた地方債の当該年度
における利子支払額のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総
務大臣が調査した額

Ｃ 定住自立圏における中核的な医療機関が中心となつて行う病診連携等の
事業に係る負担金として当該年度において支出する額のうち特別交付税の
算定の基礎とすべきものとして総務大臣が調査した額

Ｃ 定住自立圏における中核的な医療機関が中心となつて行う病診連携等の
事業に係る負担金として当該年度において支出する額のうち特別交付税の
算定の基礎とすべきものとして総務大臣が調査した額

Ｄ へき地保健医療事業実施計画に基づき定住自立圏における中核的な医療
機関において実施される遠隔地医療事業に係る負担金として当該年度にお
いて支出する額のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務大
臣が調査した額

Ｄ へき地保健医療事業実施計画に基づき定住自立圏における中核的な医療
機関において実施される遠隔地医療事業に係る負担金として当該年度にお
いて支出する額のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務大
臣が調査した額

Ｅ ＡからＤまでに掲げるもののほか、定住自立圏に係る施策に要する経費
のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務大臣が調査した額
（ただし、定住自立圏構想における中心市にあつては、当該額に08を乗
じて得た額とする。）

Ｅ ＡからＤまでに掲げるもののほか、定住自立圏に係る施策に要する経費
のうち特別交付税の算定の基礎とすべきものとして総務大臣が調査した額
（ただし、定住自立圏構想における中心市にあつては、当該額に08を乗
じて得た額とする。）

二 十 七 地 域

力 創 造 の た

め の 外 部 人

材 の 活 用 に

要 す る 経 費

が あ る こ

と 。

定 住 自 立 圏 構 想 に 取 り 組 む 市 町 村 又 は 過 疎 地 域 、 山 村 地 域 若 し く は 離 島 等 を

そ の 区 域 の 全 部 若 し く は 一 部 に 含 む 市 町 村 に お い て 、 地 域 力 創 造 の た め の 外 部

人 材 の 活 用 に 要 す る 経 費 の う ち 特 別 交 付 税 の 算 定 の 基 礎 と す べ き も の と し て 総

務 大 臣 が 調 査 し た 額 に 、 財 政 力 指 数 が 〇 ・ 八 以 上 の 市 町 村 に あ つ て は 〇 ・ 五 を 、

〇 ・ 五 以 上 〇 ・ 八 未 満 の 市 町 村 に あ つ て は 六 分 の 十 一 か ら 当 該 市 町 村 の 財 政 力

指 数 に 三 分 の 五 を 乗 じ て 得 た 数 を 控 除 し て 得 た 数 （ 小 数 点 以 下 二 位 未 満 は 、 四

捨 五 入 す る 。 ） を 、 〇 ・ 五 未 満 の 市 町 村 に あ つ て は 一 ・ 〇 を そ れ ぞ れ 乗 じ て 得 た

額 （ 表 示 単 位 は 千 円 と し 、 表 示 単 位 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ の 端 数 を 四 捨

五 入 す る 。 ） 又 は 五 、 六 〇 〇 、 〇 〇 〇 円 （ 地 域 力 創 造 に 先 進 的 な 実 績 の あ る 地 方

団 体 の 職 員 又 は 組 織 と し て 総 務 大 臣 が 認 め た も の を 活 用 す る 市 町 村 に あ つ て

は 、 二 、 四 〇 〇 、 〇 〇 〇 円 ） の い ず れ か 少 な い 額

二 十 七 地 域

力 創 造 の た

め の 外 部 人

材 の 活 用 に

要 す る 経 費

が あ る こ

と 。

定 住 自 立 圏 構 想 に 取 り 組 む 市 町 村 又 は 過 疎 地 域 、 山 村 地 域 若 し く は 離 島 等 を

そ の 区 域 の 全 部 若 し く は 一 部 に 含 む 市 町 村 に お い て 、 地 域 力 創 造 の た め の 外 部

人 材 の 活 用 に 要 す る 経 費 の う ち 特 別 交 付 税 の 算 定 の 基 礎 と す べ き も の と し て 総

務 大 臣 が 調 査 し た 額 に 、 財 政 力 指 数 が 〇 ・ 八 以 上 の 市 町 村 に あ つ て は 〇 ・ 五 を 、

〇 ・ 五 以 上 〇 ・ 八 未 満 の 市 町 村 に あ つ て は 六 分 の 十 一 か ら 当 該 市 町 村 の 財 政 力

指 数 に 三 分 の 五 を 乗 じ て 得 た 数 を 控 除 し て 得 た 数 （ 小 数 点 以 下 二 位 未 満 は 、 四

捨 五 入 す る 。 ） を 、 〇 ・ 五 未 満 の 市 町 村 に あ つ て は 一 ・ 〇 を そ れ ぞ れ 乗 じ て 得 た

額 （ 表 示 単 位 は 千 円 と し 、 表 示 単 位 未 満 の 端 数 が あ る と き は 、 そ の 端 数 を 四 捨

五 入 す る 。 ） 又 は 五 、 六 〇 〇 、 〇 〇 〇 円 （ 地 域 力 創 造 に 先 進 的 な 実 績 の あ る 地 方

団 体 の 職 員 又 は 組 織 と し て 総 務 大 臣 が 認 め た も の を 活 用 す る 市 町 村 に あ つ て

は 、 二 、 四 〇 〇 、 〇 〇 〇 円 ） の い ず れ か 少 な い 額
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